
　次に、企業支援施策の進捗と今後の方針について示す。

　第Ⅲ-2-3-1-1 表は、安倍政権発足後の首脳・閣僚に
よるトップセールスの実績について表したものである。
　我が国企業の進出環境整備、資源確保・インフラ案
件獲得に向けて、首脳・閣僚によるトップセールスか
ら民間レベルでの交流まで総動員して、官民一体と
なったオールジャパンの取組みを実現するため、安倍
総理を始めとする閣僚によるトップセールスがなされ
た。例えば、ロシアについては、安倍総理とプーチン
大統領が 7回会談を行い、我が国の先進的な医療設備
をロシアの病院に紹介した。カンボジア、ラオスにつ
いては、2014 年 4 月の経済産業大臣訪問時に、我が
国の医療技術を活用した救急救命センターの設立（カ
ンボジア、ラオス）、石油鉱区開発（カンボジア）や
水力発電所（ラオス）、の整備等における協力推進で
一致するといった成果があった。
　今後は、インフラ需要に的確に対応していくために
は、相手国のトップと直接対話し、インフラ整備はも

とより国づくり全般にわたりアドバイスのできる人材
を派遣すべきである。総理・各閣僚の訪問先にあわせ
た戦略的ミッションを組成するとともに、産業界が独
自に実施するミッションと政府の連携を強化すること
が必要となる。
　トップセールスに加えて、その後の官民でのフォ
ロー体制や、現地での継続的ロビイング体制を強化す
る。実際、日本企業が新興国市場に進出するに当たり、
現地の諸制度の不備等が企業の海外進出を阻害する一
因となっている例が多く見られる。そのような課題を
解決するため、相手国におけるロビイングの実施体制
を確立することが不可欠である。
　引き続き、国際会議のホスト、ミッションの派遣、
投資協定の締結、ODA、リスクファイナンス等、あ
らゆる政策ツールを導入して、可能性を見いだしてい
くことが重要である。
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1．トップセールス・各省連携体制の強化

第Ⅲ-2-3-1-1 表　首脳・閣僚によるトップセールスの実績（2015 年 2月時点）

第１G：中国・ASEAN 第 2G：南西アジア、中東、ロシア・CIS、中南米 第 3G：アフリカ

総理大臣

※第 2 次、
第 3 次安倍

内閣

ベトナム
タイ
インドネシア（2 回）
ミャンマー
フィリピン
マレーシア
シンガポール
ブルネイ
ラオス
カンボジア

中国 ロシア（2 回）　※経済ミッションは１回
サウジアラビア
UAE
トルコ（2 回）
バーレーン
クウェート
カタール
オマーン
インド
トリニダード・トバコ

メキシコ
コロンビア
チリ
ブラジル
スリランカ
バングラデシュ
ヨルダン
イスラエル
パレスチナ

TICAD Ⅴ　（対アフリカ諸国）
ジブチ
コートジボワール
モザンビーク
エチオピア
エジプト

経済産業
大臣

インドネシア（2 回）
ベトナム
ブルネイ
ミャンマー（2 回）
カンボジア

中国
フィリピン
ラオス

サウジアラビア（2 回）
UAE（3 回）
コロンビア
ブラジル
インド
ロシア

イスラエル
トルコ
ウクライナ
ウズベキスタン
カザフスタン

TICAD Ⅴ　（対アフリカ諸国）
ケニア
タンザニア

備考：下線はミッションが同行したものを示す。
資料：経済産業省作成。
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　日本企業が海外展開をする際には、情報収集・手続
面など、様々なニーズがあるが、各機関の支援メニュー
が分かりづらい、また現地での法務・労務等の課題が
多いものの、対処できる専門家を探すのが困難など課
題が挙げられる。したがって、潜在力・意欲のある企
業に対する支援をシームレスに行う体制を整備するた
め、国内及び現地において以下の施策を推進した。
　国内の施策として、自ら需要開拓のため新興国に進
出する中堅・中小企業の増加にあわせ、支援体制を充
実させるため、321 機関連携の下、「海外展開一貫支援
ファストパス制度」を 2014 年 2 月 25 日より開始した。
当ファストパス制度の開始に伴い、地域の金融機関や

商工会議所などが、顧客企業に、在外公館・ジェトロ等、
海外展開を支援できる機関を紹介し、支援機関が連携
し一貫した支援を提供することが可能となった。
　また知財分野においては、中小企業の知的財産の権
利取得から権利行使までを一気通貫で支援すべく、外
国出願費用等の負担軽減措置、外国出願関連情報の提
供、海外における模倣品対策等の支援を行った。
　国外における施策として、「中小企業海外展開現地
支援プラットフォーム」を世界 12 か国 17 か所で設置
することによって、法務・労務・知的財産問題等、様々
な問題に迅速に対処するワンストップ窓口を整備した。

　日本企業の国際展開を支援することにより、著しい
経済成長を遂げる新興国を始めとする、海外の旺盛な
需要を獲得することが重要である。貿易保険制度は、
対外取引を行う者が戦争やテロ等の発生によって被る
損失を塡補する、日本企業の国際展開に不可欠な制度
であるが、2013 年 1 月にアルジェリアで発生したテ
ロ事件に見られるような海外におけるリスクの増大
や、取引形態や資金調達手法の多様化など、海外事業
環境は急速に変化している。また、地域中小企業の海
外展開も進展。こうした状況を踏まえ、貿易保険の機
能を強化すべく、2014 年 4 月に貿易保険法を改正し、
以下を新たに貿易保険の対象とした。（同年 10 月施行）
　①　�日本企業が海外でプラント建設を行う際に、テ

ロや戦争によって事業が中断された場合に当該

企業が被る人件費、貨物保管費等の追加費用。
　②　�日本企業の海外子会社や日本製品を扱う現地販

売会社による輸出などの取引。
　③　�日本企業が参画する海外での資源開発等のプロ

ジェクトに対する資金調達を円滑化するため、
本邦銀行の海外拠点や外国銀行からの融資。

　また、再保険引受対象として、地域中小企業が利用
する国内損害保険会社による対外取引保険を追加した。
　さらに、貿易保険制度をより効率的かつ効果的に運
営するため、貿易保険の審査・引受を担う、独立行政
法人日本貿易保険（NEXI）について全額政府出資の
特殊会社への移行等を措置する「貿易保険法及び特別
会計に関する法律の一部を改正する法律案」を 2015
年 3 月 20 日に閣議決定し、国会へ提出した。

　海外に進出した我が国企業の安定的な操業を行うた
めのビジネス環境を確保し、投資財産の保護、現地進
出・資金還流の障壁を撤廃するため、投資協定の締結
を促進している。新興国を中心に保護主義的、外資差
別的な措置が増えつつある中、投資協定については、
東南アジア諸国との交渉を一通り終え、現在、中東・
アフリカを中心に交渉を進めている。
　2014 年度においては 10 月にカザフスタン、1月に

ウルグアイ、2月にウクライナとの投資協定に署名し
た。現在、交渉中のものとして、カタール、アラブ首
長国連邦、ケニア、ガーナ、モロッコ、タンザニア等
が挙げられる（2015 年 4 月 1 日時点）。
　加えて、RCEP、日中韓 FTA等の EPA／FTAに
おいても、投資章の交渉を行っている。
　また、両国の課税所得の範囲等を調整する租税条約
を新規締結・改正することにより、海外進出企業に対

2．中堅・中小企業及びサービス業の海外展開促進策

3．貿易保険制度の見直し

4．投資協定・租税条約の締結・改正
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する課税の法的安定性の確保、我が国企業が海外で稼
得した収益の国内環流の円滑化等に資することが期待
される。
　2014 年度には、例えば、9月にオマーンと、12 月
にアラブ首長国連邦との租税条約が発効するととも

に、2015 年 2 月にはカタールとの租税条約に署名し
た。今後とも、我が国産業界のニーズや我が国課税権
の適切な確保等の観点を総合的に勘案し、企業の海外
展開の支援に資する租税関連条約のネットワーク拡充
の取組みを加速することが重要である。

　2014 年 6 月に、「インフラシステム輸出戦略」を改
訂し、円借款については迅速化をさらに押し進めるべ
く、円借款事業の実施に当たっての事前資格審査（P
／Q）と本体入札とを一本化した。また、同一セクター
の複数案件に包括的に円借款を供与する「セクター・
プロジェクト・ローン」の本格活用を開始した。
JICA海外投融資については海外インフラ事業に参画
する日本企業の為替リスクを低減するべく、現地通貨

建ての融資スキームを創設した。また、同年 12 月には、
PPPインフラ整備に向けた円借款による包括的支援
を表明し、その一環として「PPPインフラ信用補完
スタンド・バイ借款」を創設した。この制度改善によ
り、途上国における PPPインフラ整備において、オ
フテイカーの契約履行を保証すべく、途上国政府に円
借款を供与することが可能になった。

　新興国とのWin-Win の関係構築が鍵となるため、
新興国の課題解決やマーケット・インのアプローチが
必要である。したがって、新興国の抱える課題解決と
日本企業の市場獲得を両立するための技術協力の活
用、都市が抱える課題の発掘・解決のための都市間関
係の活用が不可欠である。

　さらに、日本からのインターン派遣拡充、日本人・
現地人材の共同研修等を通じて、新市場の開拓・創造
を担う「新興国イノベーター」を育成するとともに、
現地研究機関との協力や規格の導入等を通じた制度環
境の整備が必要である。

5．公的ファイナンスの柔軟化・迅速化

6．技術協力の深化
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